
 

 

第２章 地震動・液状化・急傾斜地崩壊・津波の予測 

 

２．１ 想定地震 

今回の調査における想定地震は、表 2.1 の 11 地震とした。 

なお、発生確率が極めて低く、神奈川県の防災行政やまちづくり行政などにおいて超長

期的な対応となる地震や、国の被害想定において最新の知見による震源モデルが示された

ものの被害量は想定されていない地震については、参考として被害等の予測を行った。 

 

表 2.1 想定地震 

想定地震名 備考 

都心南部直下地震  

三浦半島断層群の地震  

神奈川県西部地震  

東海地震  

南海トラフ巨大地震  

大正型関東地震  

（ 

参 

考 

地 

震 

） 

元禄型関東地震  

相模トラフ沿いの最大クラスの地震 津波による被害は「西側モデル」

と「中央モデル」で想定 

慶長型地震 津波による被害のみ想定 

明応型地震 津波による被害のみ想定 

元禄型関東地震と国府津－松田断層帯の連動地震 津波による被害のみ想定 
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(1) 都心南部直下地震 

首都圏付近のフィリピン海プレート内で、都心南部の直下を震源とするモーメントマ

グニチュード 7.3 の地震である。東京湾北部地震にかわり、国が防災対策の主眼を置く

地震としており、県内全域が「首都直下地震対策特別措置法」の首都直下地震緊急対策

区域に指定されていることから、想定地震とした。 

 

(2) 三浦半島断層群の地震 

三浦半島断層帯を震源域とするモーメントマグニチュード 7.0 の活断層型の地震であ

る。現行の神奈川県地震防災戦略（平成 22 年３月策定）の減災目標としている地震であ

ることから、想定地震とした。 

 

(3) 神奈川県西部地震 

神奈川県西部を震源域とするモーメントマグニチュード 6.7 の地震である。現行の神

奈川県地震防災戦略（平成 22 年３月策定）の減災目標としている地震であることから、

想定地震とした。 

 

(4) 東海地震 

駿河トラフを震源域とするモーメントマグニチュード 8.0 の地震である。神奈川県地

域防災計画において地震の事前対策について位置づけていること、また、県内の概ね西

半分の市町が「大規模地震対策特別措置法」の地震防災対策強化地域に指定されている

ことから、想定地震とした。 

 

(5) 南海トラフ巨大地震 

南海トラフを震源域とするモーメントマグニチュード 9.0 の地震である。国が想定す

る、あらゆる可能性を考慮した南海トラフの最大クラスの地震であり、県内の一部の市

町村が「南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法」の南海トラフ

地震防災対策推進地域に指定されていることから、想定地震とした。 

 

(6) 大正型関東地震 

相模トラフを震源域とするモーメントマグニチュード 8.2 の地震である。1923 年の

大正関東地震を再現した地震で、国が長期的な防災・減災対策の対象として考慮してい

る地震であることから、想定地震とした。 

 

(7) 元禄型関東地震（参考） 

相模トラフから房総半島東側を震源域とするモーメントマグニチュード 8.5 の地震

である。1703 年の元禄関東地震を再現した地震で、現実に発生した最大クラスの地震で

あることから、発生確率が極めて低い地震であるが、参考地震として被害量を算出して

いる。 
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(8) 相模トラフ沿いの最大クラスの地震（参考） 

元禄型関東地震の震源域に加え関東北部までを震源域とするモーメントマグニチュ

ード 8.7 の地震である。国が想定する、あらゆる可能性を考慮した相模トラフ沿いの最

大クラスの地震であることから、発生確率が極めて低い地震であるが、参考地震として

被害量を算出している。 

 

(9) 慶長型地震（参考） 

南海トラフ沖と相模トラフ沿いを繋ぐ断層を設定し、そこで想定したモーメントマグ

ニチュード 8.5 の正断層型の地震である。平成 24 年３月に神奈川県が公表した津波浸水

予測図の対象地震の中で最大クラスの地震であり、最大クラスの津波による被害を周知

して津波避難の普及啓発を図る観点から、参考地震として津波による被害量を算出して

いる。 

 

(10) 明応型地震（参考） 

南海トラフから銭洲海嶺に伸びるフィリピン海プレート内の断層を設定し、そこで想

定したモーメントマグニチュード 8.4 の逆断層型の地震である。平成 24 年３月に神奈川

県が公表した津波浸水予測図の対象地震の中で最大クラスの地震であり、最大クラスの

津波による被害を周知して津波避難の普及啓発を図る観点から、参考地震として津波に

よる被害量を算出している。 

 

(11) 元禄型関東地震と国府津－松田断層帯の連動地震（参考） 

相模トラフで発生する海溝型と国府津－松田断層帯の地震が連動して発生するモー

メントマグニチュード 8.3 の地震である。平成 24 年３月に神奈川県が公表した津波浸

水予測図の対象地震の中で最大クラスの地震とされていた、「元禄型関東地震と神縄・

国府津－松田断層帯の連動地震」の断層モデルの一部を、最新の知見を基に変更した地

震であり、最大クラスの津波による被害を周知して津波避難の普及啓発を図る観点から、

参考地震として津波による被害量を算出している。 
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２．２ 地盤モデルの作成 

地震動計算のためには、地震波の伝播・増幅過程に関連する地盤モデル（速度構造モデ

ル）が必要である。今回の調査では、地盤モデルとして、文部科学省地震調査研究推進本

部の「強震動予測手法レシピ」に準じて、以下の考え方で地盤モデルを作成した。 

○震源～地震基盤（Vs＞3.1km/sec）上面まで：地震調査委員会（2012）に基づき設 

定 

○地震基盤上面～工学的基盤（Vs0.3～0.8km/sec）上面まで：深部地盤モデルとして

作成 

○工学的基盤上面～地表面 ：浅部地盤モデルとして作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1 地盤モデルの模式図 

 

(1) 深部地盤モデル 

震源から工学的基盤までの地震動計算の深部地盤モデルとして、内閣府の「首都直下

地震モデル検討会」において検討された震度分布に用いられた深部地盤モデルを用いた。

これは、「南海トラフの巨大地震モデル検討会」で用いた、地震調査委員会による「全国

１次モデル（暫定版）」をもとに、首都直下及びその周辺における地震観測データを用い

て地盤構造の修正を行ったものである。 

 

(2) 浅部地盤モデル 

浅部地盤モデル作成作業の考え方と手順は、次のとおりである。 

 

ア ボーリングデータの収集・整理 

前回の調査で収集したボーリングデータに加えて、微地形に示すデータを新たに収集

してモデル作成に用いた。収集したボーリングデータから、位置、孔口標高、掘進深度、

土質・地質区分境界深度、Ｎ値などをデジタル化した。使用したボーリングデータの数

深
部
地
盤

震源

地震基盤（Ｓ波速度3km/s程度）

工学的基盤（Ｓ波速度
0.4～0.7km/s程度） 深

部
地
下
構
造

浅部
地盤

深
部
地
盤

震源

地震基盤（Ｓ波速度3km/s程度）

工学的基盤（Ｓ波速度
0.4～0.7km/s程度） 深

部
地
下
構
造

浅部
地盤

工学的基盤（S波速度 
0.3～0.8km/s程度） 
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は、43,380本である。 

今回の調査では、平野部や丘陵部では、比較的ボーリングデータの密度が高いので、

このデータ（柱状図）を基に、地盤を地質・土質的に区分してモデル化のための基礎デ

ータとした。山地部については、ボーリングデータの密度が小さいので、直接使用する

ことはせず、内閣府（2013）と同様の震度増分（深部より地表での揺れが大きくなる割

合）を与えることとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 地盤モデル作成の手順 

次の手順で地盤モデルを作成した。 

①ボーリングデータから、地表から深度数 10ｍ以浅までの範囲での主要な土質・物性

値（Ｎ値）境界となっており、かつ、ある程度の広がりを示す地層境界を読み取る。 

②読み取った地層境界データを基に、250ｍメッシュ毎に、深度方向での地質区分と

Ｎ値区分を設定し、Ｎ値とＳ波速度の相関を用いて、各層にＳ波速度を与えて層構

造として設定した。 

③ボーリングデータの存在しないメッシュについては、そのメッシュの近傍で、ボー

リングデータが存在している同じ微地形区分のメッシュのデータを基に地層区分

を設定した。微地形区分については、若松・松岡（2013）による区分を使用した。

また、周辺部も含めてＮ値 50以上を示す「工学的基盤（後述）上面」のコンター

図 2.2 収集したボーリングデータの分布図 

（前回調査：約 31,060本、今回収集：約 12,320本、計 43,380本） 
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を作成し、それを基にデータのないメッシュでの工学的基盤上面の地盤深度を推定

し、これを用いて地層の層厚を調整した。 

④作成した地層層序モデルを基に、地表から地下 30ｍまでの平均 S波速度（AVS30）

を算出し、横田らの AVS30と地盤震度増分の関係を基に、震度増分を求めた。 

⑤読み取った地層境界データを基に、250ｍメッシュ毎に、深度方向での地質・土質

区分とＮ値分布を設定し、土質区分とＳ波速度の相関を用いて、各層にＳ波速度を

与えて層構造として設定した。 

 

(3) 浅部と深部の地盤モデルの接合 

  以上の手順で作成した平野部・丘陵部の浅部地盤モデルと深部地盤モデルを接合して、

各メッシュについて、地震基盤から地表までの速度層構造モデルとした。 

  

(4) AVS30と震度増分の設定 

作成した速度層構造モデルを用いて、地表から地下 30ｍまでの平均 S波速度（AVS30）

を算出した。なお、250ｍメッシュ微地形区分における山地（山地、山麓地）及び火山（火

山地、火山山麓地、火山性丘陵地）は、ボーリングデータが少なく速度層構造モデルを

作成することができないことから、内閣府（2012）による微地形ごとに設定した。 

次に、AVS30と地盤震度増分の関係を基に、震度増分を求めた。 
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図 2.3 今回作成した地盤モデルから求めた AVS30 
（山地、火山部については微地形区分による AVS30） 
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２．３ 震源モデルの設定 

 

想定地震の震源モデルの構築にあたり、中央防災会議等で新たな検討がなされた地震や

新たな知見が得られている地震については、その検討結果を参照し、前回調査以降特段の

新しい知見が得られていない地震については、前回調査の検討結果を基にモデルを構築す

ることとした。 

 これら想定地震の震源断層モデル（震源断層域）・津波断層モデルの位置図を以下に示す。

都心南部直下地震、三浦半島断層群の地震、神奈川県西部地震は、震源断層モデルと津波

断層モデルは同じものである。南海トラフ巨大地震、大正型関東地震、元禄型関東地震、

相模トラフ沿いの最大クラスの地震ついては、震源断層域を示している。震源断層域とは

地震時に動いた断層の領域であり、津波を評価するための津波断層モデルは震源断層域の

一部である。また、東海地震は、前述のように南海トラフ巨大地震のモデルから新たに設

定した震源断層モデル及び津波断層モデルである。慶長型地震、明応型地震、元禄型関東

地震と国府津－松田断層帯の連動地震は、津波断層モデルのみを示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4 震源断層モデルの位置図 

※大正型関東地震、元禄型関東地震、

相模トラフ沿いの最大クラスの地震

の震源断層域の範囲は、「中央防災会

議首都直下地震モデル検討会報告書

（内閣府：平成 25 年 12 月）」による。

ただし元禄型関東地震の断層の範囲

は、大正型関東地震の断層とフィリ

ピン海プレート内の地震を想定する

領域とを合わせたものである。  
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図 2.5 津波断層モデルの位置図 
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(1) 都心南部直下地震 

都心南部直下地震の断層モデルは、「首都直下のＭ７クラスの地震及び相模トラフ沿

いのＭ８クラスの地震等の震源断層モデルと震度分布・津波高等に関する報告書」

（H25.12 首都直下地震モデル検討会）のモデルを採用した。 

この想定地震は、首都圏が直接的なダメージを受けることを想定した地震で、フィリ

ピン海プレート内の地震として、安政江戸地震を参考に規模はモーメントマグニチュー

ド 7.3 とし、大正関東地震発生前にＭ７クラスの地震が発生している領域を参考に震源

を設定した。 

 

 

 

 

 

 

図 2.6 震源断層モデルの位置図 

 

【凡例】  
★：破壊開始点  
※都心南部直下の地震は、傾斜が９０°であるた

め、地図上では直線的な位置図となっている。  
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(2) 三浦半島断層群の地震 

三浦半島断層群の地震の断層モデルは、「首都直下のＭ７クラスの地震及び相模トラ

フ沿いのＭ８クラスの地震等の震源断層モデルと震度分布・津波高等に関する報告書」

（H25.12首都直下地震モデル検討会）のモデルを採用した。 

この想定地震は、地震調査研究推進本部の最新の活断層評価結果を基に設定している。

最新の研究成果から、前回の調査のモーメントマグニチュードを6.9から7.0に変更して

いる。一方、断層面積と強震動生成域（アスペリティ）の面積が１割以上小さくなって

いる。さらに、破壊開始点が前回の調査では強震動生成域の中央部だったのに対し、今

回採用した断層モデルでは、東端となっている。 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.7 震源断層モデルの位置図 

 

 

【凡例】  
太い線内：強震動生成域  
細い線内：断層全体  
★：破壊開始点  
※本被害想定では、強震動生成域で地震動が発生する

ものとして計算を行っている（以下同じ）。  
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(3) 神奈川県西部地震 

神奈川県西部地震の断層モデルは、前回の調査のモデルを採用した。 
この想定地震は、「神奈川県西部地震と地震予知Ⅰ」（石橋 1988）の「西相模湾断裂」

に基づき設定した想定地震である。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.8 震源断層モデルの位置図 

 

 

【凡例】  
太い線内：強震動生成域  
細い線内：断層全体  
★：破壊開始点  
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(4) 東海地震 

東海地震は、中央防災会議の「東海地震に関する専門調査会」による想定地震である。

前回の調査では、2001 年に中央防災会議で検討された断層モデルを用いているが、その

後、中央防災会議防災対策推進検討会議 南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググルー

プによる「南海トラフの巨大地震」（平成 24 年８月）においては、最新の知見を基に、

プレート境界の深さ及び強震動生成域の再検討が行われている。 

今回の調査では、「南海トラフの巨大地震モデル検討会（第二次報告）」における東側

ケースのうち、駿河湾域の断層モデルのみを用いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.9 震源断層モデルの位置図 

 

 

 

 

 

対象部分 

【凡例】  
太い線内：強震動生成域  
細い線内：断層全体  
★：破壊開始点  
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(5) 南海トラフ巨大地震 

南海トラフ巨大地震の断層モデルは、「南海トラフの巨大地震による震度分布・津波

高について（第一次報告）」（H24.3.31 南海トラフの巨大地震モデル検討会）の複数のモ

デルのうち、神奈川県に影響が大きいモデルである地震動の「東側ケース」と、津波の

「ケース⑧」をそれぞれ採用している。 

この想定地震は、1707 年宝永地震以降の５地震（1707 年宝永地震、1854 年安政東海

地震、1854 年安政南海地震、1944 年昭和東南海地震、1946 年昭和南海地震）の震度を

重ね合わせた震度分布を概ね再現するように強震動生成域を設定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.10 震源断層モデルの位置図 

 

 

【凡例】  
太い線内：強震動生成域  
細い線内：断層全体  
★：破壊開始点  
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(6) 大正型関東地震 

大正型関東地震の断層モデルは、「首都直下のＭ７クラスの地震及び相模トラフ沿い

のＭ８クラスの地震等の震源断層モデルと震度分布・津波高等に関する報告書」（H25.12

首都直下地震モデル検討会）のモデルを採用している。 

この想定地震は、1923 年大正関東地震における建物被害から推計される震度分布と、

地殻変動の新たな分析結果を再現するように強震動生成域を設定している。このため、

前回の調査における南関東地震（大正型関東地震）の強震動生成域とは生成域の数、位

置、大きさ、破壊開始点等が大きく異なっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.11 震源断層モデルの位置図 

 

【凡例】  
太い線内：強震動生成域  
（断層全体の位置は示していない）

★：破壊開始点  
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(7) 元禄型関東地震（参考） 

元禄型関東地震の断層モデルは、「首都直下のＭ７クラスの地震及び相模トラフ沿い

のＭ８クラスの地震等の震源断層モデルと震度分布・津波高等に関する報告書」（H25.12

首都直下地震モデル検討会）のモデルを採用している。 

この想定地震は、1703 年元禄関東地震における震度分布と津波の痕跡を再現するよう

に強震動生成域を設定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.12 震源断層モデルの位置図 

 

 

 

 

【凡例】  
太い線内：強震動生成域  
（断層全体の位置は示していない）  
★：破壊開始点  
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(8) 相模トラフ沿いの最大クラスの地震（参考） 

相模トラフ沿いの最大クラスの地震の断層モデルは、「首都直下のＭ７クラスの地震

及び相模トラフ沿いのＭ８クラスの地震等の震源断層モデルと震度分布・津波高等に関

する報告書」（H25.12 首都直下地震モデル検討会）のモデルを採用している。 

「相模湾で発生する最大規模の巨大地震」として、地震学的に考えられる震源断層域

で、物理的に連動してほぼ同時に発生する可能性がある領域を設定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.13 震源断層モデルの位置図 

 

 

【凡例】  
太い線内：強震動生成域  
（断層全体の位置は示していない）  
★：破壊開始点  
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(9) 慶長型地震（参考） 

慶長型地震は、1605 年慶長地震の再現ではなく、想定地震として設定した。これは、

慶長地震相田モデル（1981）を基に、地学的な知見である伊豆半島の成り立ちから推測

されるトラフ軸の変遷を考慮し、今後想定されるトラフ軸の形成に影響される断層の動

きとして、相模トラフまで延長した範囲とした。参考に相田（1981）の断層モデルは、

相模トラフ沿いと南海トラフ沖に二つの離れた断層を設定しており、この二つの断層を

繋げて一つの地震とした断層を基にしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.14 津波断層モデルの位置図 
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(10) 明応型地震（参考） 

明応型地震は、明応地震の再現モデルではなく、想定地震として設定した。南海トラ

フのすべり込み速度は、場所により差があるため、フィリピン海プレート内では、複雑

にひずみが溜まると想定し、相田（1981）の断層モデルを基に、銭洲海嶺を震源として

プレート内で発生する地震を設定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.15 津波断層モデルの位置図 
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(11) 元禄型関東地震と国府津－松田断層帯の連動地震（参考） 

可能性がある連動ケースとして、元禄関東地震と国府津－松田断層帯地震の連動を設

定した。元禄関東地震（内閣府モデル）の破壊速度に合わせて国府津－松田断層帯を破

壊させたものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.16 津波断層モデルの位置図 
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